
税金よもやま話
所得拡大促進税制の一部要件緩和について所得拡大促進税制の一部要件緩和について

所得拡大促進税制の適用を受けるには、次の 3つの要件をすべて満たす必要があります。所得拡大促進税制の適用を受けるには、次の 3つの要件をすべて満たす必要があります。
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東京地方税理士会　藤沢支部
税理士　飯島健広

　所得拡大促進税制は、個人の所得水準の底上げを促進するために平成25年度の税制改正により創設さ
れました。この税制は26年度の税制改正で延長・拡充が行われましたが、企業の賃上げをより一層後押し
するため、27年度もさらに一部要件緩和がされることとなりました。

Ⅰ．当期の雇用者給与等支給増加額／基準雇用者給与等支給額 ( 注 1)　≧　一定の割合 ( 注 2）
Ⅱ．当期の雇用者給与等支給額　≧　前期の雇用者給与等支給額
Ⅲ．当期の平均給与等支給額　＞　前期の平均給与等支給額
（注 1）基準雇用者給与等支給額とは、平成 25 年 4 月 1 日以後に開始する各事業年度のうち最も古い事業年度の直前の

事業年度（基準事業年度）の所得の金額の計算上損金の額に算入される国内雇用者に対する給与等の支給額の
ことを言います。基準事業年度は、一般的な 3 月決算法人の場合、平成 25 年 3 月期となるケースが多いかと
思われます。

（注 2）判定に使用される割合 (増加割合 )は下表のとおりです。赤字部分が平成 27年度の改正点です。

　また、平成 25 年 4 月 1 日以後に設立された法人の場合についても特例が設けられています。上記のような新設法人の場合
の基準雇用者給与等支給額は、基準事業年度がないため、最も古い事業年度（設立の日を含む事業年度）の所得の金額の計算
上損金の額に算入される国内雇用者に対する給与等の支給額の 70％相当額と規定されています。（ただし、合併や分割等によ
り設立された法人を除きます。）
　この規定により上記の新設法人の設立事業年度については、雇用者給与等支給額が 1 円でもあれば、適用要件Ⅰを満たすこ
ととなります。さらに、適用要件Ⅱ、Ⅲについては、設立事業年度の前期がないため、前期の雇用者給与等支給額や平均給与
等支給額が 0となる等の扱いとなり、必ず満たすこととなります。

　所得拡大促進税制の適用を受けることができれば、雇用者給与等支給増加額の 10% 相当額の税額控除（ただし、適用年度
の法人税額の 10%（中小企業等の場合は 20%）を限度）を受けられます。このように大きな効果が期待できる一方、雇用促
進税制との選択適用である等、他にも注意点があります。適用をご検討される際は、税理士又は東京地方税理士会藤沢支部へ
ご相談ください。

今回の改正では、雇用者給与等支給増加割合（上記Ⅰ）の要件が緩和されました。

税理士にたずねてみよう　確かめよう

税金のことは税理士にご相談ください
にせ税理士にご注意を

東京地方税理士会 藤沢支部　電話 0466-26-3887　藤沢市藤沢 576 番地　林ビル 3-A

中小企業者等

平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度

2％ 2％ 3％ 5％→3％ 5％→3％

2％ 2％ 3％ 5％→4％ 5％上記以外

「中小事業者のマイナンバー対応」最終準備
～ 従業員への周知と規定類等の作成 ～

神奈川県社会保険労務士会藤沢支部
特定社会保険労務士　石川　　貢
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　社会保障・税番号制度（以下「マイナンバー」又は社会保障・税番号制度で発行する番号を「マイナンバー」という。）では、
いよいよ今年（2015年）の10月から個人番号の通知が始まり、2016年1月からは年金、雇用保険、医療保険の手続、生活保
護や福祉の給付、確定申告などの税の手続など、法律で定められた事務についてその利用が開始されます。具体的には、源
泉徴収事務である今年の年末調整からマイナンバーが必要となります。
　マイナンバーは全ての事業者を適用の対象としています。従業員（パートやアルバイトを含みます。）を一人でも雇用し
ている事業者は、従業員に対してマイナンバーに関する事項を周知して、10月以降に行うマイナンバーの取得に支障が
出ないように準備しましょう。

【マイナンバー実施体制の整備】
　①従業員への週知事項
・2016年1月から社会保障・税・災害対策の行政手続で利用が始まります。
・事業者がマイナンバーを取得する場合は、利用目的を明示します。
・事業者がマイナンバーを取得する際は、本人確認を厳格に行います。
・マイナンバーは住民票を基に発行されます。9月初旬までに住民票の住所と現住所を一致させてください。
・2015年10月からマイナンバーは世帯ごとに簡易書留で、世帯全員分が届きます。
・マイナンバーは１２桁の番号で、一人ひとりに「通知カード」が送られてきます。
・マイナンバーは生涯利用し、原則変更されませんので、大切に保管してください。
・事業者の指示に従って、マイナンバーを提出してください。

　②事業所の安全管理措置
　マイナンバーの記載スケジュールを把握し、いつまでに従業員のマイナンバーを
取得すればよいかを確認しましょう。

　＜規程類の作成＞
・特定個人情報等の適正な取扱いに関する基本方針　→　マイナンバー取得前まで
・就業規則（マイナンバーに関する事項を加える）　　→　マイナンバー取得前まで
・特定個人情報取扱規程　　　　　　　　　　　　　→　マイナンバー取得前まで
・業務委託契約書　↓→　契約時まで
・特定個人情報等の取扱いに関する覚書

　＜担当者の明確化と番号の取得＞
・マイナンバーを扱う人を、あらかじめ決めておきましょう。
・マイナンバーを従業員から取得する際には、利用目的（「源泉徴収票作成」「健康保険・厚生年金保険届出」「雇用保険
届出」）を必ず伝えましょう。
・マイナンバーを従業員から取得する際には、番号が間違っていないかの確認と身元を確認する証明書が必要です。
　→　10月から届くマイナンバーが書いてある「通知カード」と「運転免許証」などで確認を行いましょう。

　＜マイナンバーの管理・保管＞
・マイナンバーが記載された書類は、カギがかかる棚や引き出しに大切に保管しましょう。管理できれば、無理にパソ
コンを購入する必要はありません。
・パソコンがインターネットに接続されている場合は、ウィルス対策ソフトを最新版に更新するなど特定個人情報等
の漏洩防止のセキュリティ対策を行いましょう。

<参考資料>
●マイナンバー記載スケジュール
　http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/bangoseido/download/leaflet.pdf
●本人確認の措置について（事業者用）
　http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/bangoseido/pdf/kakunin.pdf
●国税分野における番号法に基づく本人確認方法
　http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/bangoseido/pdf/kokuzei_kakunin.pdf

｢知って　 する？｣社労士の独り言
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社会保険事務手続及び給与計算等を外部事業者に委託している場合｝
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藤沢法人会は
e-Taxを推進しています！


